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令和６年度世田谷区認可外保育施設等における研修受講支援事業補助金交付要綱 

 

令和６年１０月３０日 

６世保認調第７８０号 

（目的） 

第１条 この要綱は、保育施設等に勤務する職員に対して研修受講の機会を確保することにより、

保育の質を確保し、及び向上することを目的とした世田谷区認可外保育施設等における研修受講

支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付について、必要な事項を定めるものとする。 

（通則） 

第２条 補助金の交付については、世田谷区補助金交付規則（昭和５７年５月世田谷区規則第３８

号）、社会福祉法人に対する助成の手続に関する条例（昭和５８年３月世田谷区条例第１８号）

及び社会福祉法人に対する助成の手続に関する条例施行規則（昭和５８年４月世田谷区規則第２

１号。以下「施行規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

（補助金の交付の対象となる事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、世田谷区内に所在する

次に掲げる施設又は事業（以下「施設等」という。）に勤務する職員に対して行う研修受講の機

会を確保することを目的とした取組とする。 

（１） 認証保育所（世田谷区認証保育所事業実施要綱（平成１３年９月２７日世保育発第３３８

号）に基づく認証保育所（幼稚園型認定こども園及び地方裁量型認定こども園を除く。）を

いう。） 

（２） 保育室（世田谷区保育室制度運営要綱（平成９年３月２６日世保育発第３５８号）に基づ

く認定を受けた施設をいう。） 

（３） 保育ママ（世田谷区家庭福祉員運営費補助要綱（平成２６年７月７日２６世保育第４８８

号）に基づく認定を受けた者をいう。） 

（４） 認可外保育施設（児童福祉法第５９条の２第１項に基づき届出がされた認可外保育施設を

いう。ただし、児童福祉法第６条の３第１１項に規定する業務を目的とする事業及び企業主

導型保育事業費補助金実施要綱（平成２９年４月２７日付府子本第３７０号・雇児発０４２

７第２号）第２の１に規定する企業主導型保育事業として助成の決定を受けている施設を除

く。） 

 （補助金の交付を受けることができる者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、補助事業を行
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う者であって、前条第１号、２号及び第４号の施設の設置者又は同条第３号の事業を行うもの

とする。 

（補助金の交付の対象となる経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表に定める経費

であって、令和６年１０月１日から令和７年３月３１日までに、次に掲げる研修又は講習（以下

「研修等」という。）の受講及び当該経費の支払を完了したものとする。 

（１）保育士等キャリアアップ研修（東京都保育士等キャリアアップ研修事業実施要綱（平成３０

年２月１５日付２９福保子第４３５１号）に基づく保育士等キャリアアップ研修をいう。） 

（２）公益財団法人東京都福祉保健財団が実施する認可外保育施設職員テーマ別研修 

（３）区が主催する研修等 

（４）その他区長が認める研修等 

（補助金の交付額） 

第６条 補助金の交付額は、補助対象経費の合計額（１，０００円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てる。）とする。ただし、１施設当たり別表に定める交付上限額を交付額の上限とする。 

（補助金の承認申請） 

第７条 区長は、施設等に勤務する職員が研修等へ参加するにあたり、その職員の代替として勤務

する職員（以下「研修代替職員」という。）を確保する場合において、研修代替職員の承認を受

けようとする補助対象者（以下「承認申請者」という。）に次に掲げる事項を記載した書類を添

付した世田谷区認可外保育施設等における研修受講支援事業補助金研修代替職員承認申請書（第

１号様式。以下「承認申請書」という。）を提出させるものとする。 

(１) 補助対象経費の承認内訳 

（２) 前号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

２ 前項に規定する研修代替職員は、原則として保育士、看護師、助産師又は保健師とする。ただ

し、保育室及び認可外保育施設においては、研修等に参加する日において、認可外保育施設に対す

る指導監督要綱（令和２年３月９日３１世保認調第１２３６号）に定める保育に従事する者の数及

び資格を満たす場合は、この限りではない。 

（補助金の承認及び通知） 

第８条 区長は、承認申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、当該承認申請書に係る補

助金の承認を決定したときは世田谷区認可外保育施設等における研修受講支援事業補助金研修代

替職員承認書（第２号様式）により、承認しないことを決定したときはその旨を世田谷区認可外

保育施設等における研修受講支援事業補助金研修代替職員不承認通知書（第３号様式）により、
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承認申請者に速やかに通知するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による承認の決定が暴力団（世田谷区暴力団排除活動推進条例（平成２４

年１２月世田谷区条例第５５号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）の組織と

しての活動を助長し、又は暴力団の組織としての運営に資することとなるおそれがあるときは、

当該決定をしてはならない。 

（補助金の交付申請） 

第９条 区長は、補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「交付申請者」という。）に次

に掲げる事項を記載した書類を添付した世田谷区認可外保育施設等における研修受講支援事業補

助金交付申請書（第４号様式。以下「交付申請書」という。）を提出させるものとする。 

(１) 補助対象経費の予定金額 

(２) 補助対象経費の内訳 

(３) 前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

（補助金の交付決定及び通知） 

第10条 区長は、交付申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、当該申請書に係る補助金

の交付を決定したときは決定した内容を世田谷区認可外保育施設等における研修受講支援事業補

助金交付決定通知書（第５号様式）により、交付しないことを決定したときはその旨を世田谷区

認可外保育施設等における研修受講支援事業補助金不交付決定通知書（第６号様式）により、交

付申請者に速やかに通知するものとする。 

２ 区長は、補助金の交付が暴力団の組織としての活動を助長し、又は暴力団の組織としての運営

に資することとなるおそれがあるときは、補助金の交付を決定してはならない。 

（補助金の交付請求） 

第11条 区長は、前条の規定により補助金の交付を決定したときは、当該決定を受けた者（以下「補

助事業者」という。）に、次に掲げる書類を添付した世田谷区認可外保育施設等における研修受

講支援事業補助金交付請求書（第７号様式）を区長の定める期日までに提出させるものとする。 

(１) 研修受講結果報告書 

（２） 補助事業に係る費用の領収書等の写し 

(２) 前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

２ 区長は、前項の規定による請求があったときには、速やかに当該請求に係る補助金を支払うも

のとする。 

（補助事業の変更等の承認） 

第12条 区長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、世田谷区認可外保育施設等
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における研修受講支援事業補助金補助事業変更・中止・廃止承認申請書（第８号様式）により、

あらかじめその承認に係る申請をさせなければならない。ただし、第１号及び第２号に掲げる事

項のうち軽微なものについては、この限りでない。 

(１) 補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

(２) 補助事業の内容を変更しようとするとき。 

(３) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 区長は、前項の申請があった場合は、その内容を審査し、交付決定の変更又は中止若しくは廃

止を承認したときは、その旨を世田谷区認可外保育施設等における研修受講支援事業補助金補助

事業変更・中止・廃止承認書（第９号様式）により当該申請をした補助事業者に通知するものと

する。 

（事故報告） 

第13条 区長は、補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに補助事業者に書面によりその理

由及び遂行の見通し等を報告させなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による報告を受けたときは、速やかにその状況を調査し、補助事業者に書面

により適切な指示をしなければならない。 

（状況報告） 

第14条 区長は、必要があると認めたときは、補助事業者に対して、補助事業の遂行状況等の報告

を求めることができる。 

（遂行命令等） 

第15条 区長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２１条第２項の規定による調査等に

より補助事業が、交付決定の内容又はこれに付けた条件に従って遂行されていないと認めるとき

は、当該補助事業者に対して世田谷区認可外保育施設等における研修受講支援事業補助金補助事

業遂行命令通知書（第10号様式）により交付決定の内容又はこれに付けた条件に従って当該補助

事業を遂行すべきことを命じるものとする。 

２ 区長は、補助事業者が前項の規定による命令に違反したときは、当該補助事業者に対して世田

谷区認可外保育施設等における研修受講支援事業補助金補助事業停止命令通知書（第11号様式）

により当該補助事業の一時停止を命じるものとする。 

（実績報告） 

第16条 区長は、補助事業が完了したとき（第12条第２項の規定により廃止の承認をしたときを含

む。）又は補助金の交付の決定に係る会計年度が終了したときは、補助事業者に世田谷区認可外

保育施設等における研修受講支援事業補助金補助事業実績報告書（第12号様式。以下「実績報告
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書」という。）を区長が指定する期日までに提出させなければならない。 

２ 区長は、前項の実績報告を受けたときは、実績報告書を審査し、必要があると認めたときは、

その報告に係る補助事業の成果が、補助金の交付決定の内容及びこれに付けた条件に適合するも

のであるかどうかを調査しなければならない。 

（是正のための措置） 

第17条 区長は、前条第２項の規定による審査又は調査の結果、補助事業の成果が補助金の交付の

決定の内容及びこれに付けた条件に適合しないと認めるときは、当該補助事業につき、これに適

合させるための処置をとるべきことを補助事業者に対して、世田谷区認可外保育施設等における

研修受講支援事業補助金補助事業是正命令通知書（第13号様式）により命ずるものとする。 

２ 区長は、前項の命令により補助事業者が必要な処置をした場合は、当該補助事業者にその結

果を実績報告書により報告させなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第18条 区長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当した場合は、交付決定の一部又は全部を

取り消すものとする。 

(１) 偽りその他不正の手段により交付決定を受けたとき。 

(２) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

(３) 実績報告書により報告された補助事業の成果又は補助事業の事業費の実績額が著しく第９

条の規定による交付申請の内容を下回るとき。 

(４) 実績報告書に故意に虚偽の記載をし、又は記載すべき事項を記載しなかったとき。 

(５) 補助事業に関し、他の助成金、委託料等を受け、又は受けることになっていることが判明

したとき。 

(６) 前各号に掲げるもののほか、交付決定の内容若しくはこれに付けた条件又は法令に違反し

たとき。 

２ 前項各号に掲げる場合のほか、区長は、補助金の交付が暴力団の組織としての活動を助長し、

又は暴力団の組織としての運営に資することとなるおそれがあるときは、交付決定の全部を取り

消さなければならない。 

３ 区長は、前２項の規定による取消しをしたときは、その内容を世田谷区認可外保育施設等にお

ける研修受講支援事業補助金交付決定取消通知書（第14号様式の⑴⑵。以下「取消通知書」とい

う。）により速やかに通知しなければならない。 

（補助金の返還） 

第19条 区長は、前条の規定による取消しをした場合において、補助事業の当該取消しに係る部分
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について既に補助金を交付しているときは、補助事業者に対して取消通知書により期限を定めて

その返還を命じなければならない。 

２ 前項の規定は、区長が第12条第２項の規定による補助事業の廃止の承認をした場合について準

用する。 

（違約加算金及び延滞金） 

第20条 区長は、前条の規定により補助金の返還を命じたとき（第18条第１項第３号の規定により

補助金の交付の決定を取り消した場合において補助金の返還を命じたときを除く。）は、補助事

業者にその命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その

一部を納付した場合におけるその後の期間については既納額を控除した額）につき年１０．９５

パーセントの割合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を納付させなければな

らない。 

２ 区長は、補助金の返還を命じた場合において、補助事業者がこれを納期日までに納付しなかっ

たときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき、年１０．９５パ

ーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除く。）を納付させなければならない。 

３ 前２項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても３６５日当たりの割合と

する。 

（違約加算金の計算） 

第21条 前条第１項の規定により区長が違約加算金の納付を命じた場合において、補助事業者の納

付した金額が返還を命じた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命じた

補助金の額に充てるものとする。 

（延滞金の計算） 

第22条 第20条第２項の規定により区長が延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた補助

金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算の

基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額とする。 

（書類の保存） 

第23条 区長は、補助事業者に補助事業に係る収支の状況を会計帳簿によって明らかにさせておく

とともに、当該会計帳簿及び補助事業に係る収支に関する書類を補助事業の完了した日の属する

会計年度の終了後５年間保存させなければならない。 

（消費税に係る仕入控除の報告） 

第24条 区長は、補助事業者が消費税及び地方消費税に係る申告をしたことにより、消費税法（昭

和６３年法律第１０８号）第３０条の規定による仕入れに係る消費税額が控除されたときは、そ
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の旨の報告をさせるものとする。 

２ 区長は、前項の報告があったときは、当該消費税額に相当する額の全部又は一部の納付を求め

ることができるものとする。 

（委任） 

第25条 この要綱の施行について必要な事項は、子ども・若者部長が別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、令和６年１０月３０日から施行し、同月１日から適用する。 

２ 社会福祉法人を補助事業者とする場合にあっては、次の表の左欄に掲げる規定のうち、同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第９条 世田谷区認可外保育施設等にお

ける研修受講支援事業補助金交

付申請書（第４号様式。以下

「交付申請書」という。） 

補助金交付・貸付金貸付申請書

（施行規則第１号様式。以下

「交付申請書」という。） 

第10条第１項 世田谷区認可外保育施設等にお

ける研修受講支援事業補助金交

付決定通知書（第５号様式） 

補助金交付・貸付金貸付可否決

定通知書（施行規則第３号様

式） 

世田谷区認可外保育施設等にお

ける研修受講支援事業補助金不

交付決定通知書（第６号様式） 

第15条第１項 世田谷区認可外保育施設等にお

ける研修受講支援事業補助金補

助事業遂行命令通知書（第10号

様式） 

助成事業遂行命令通知書（施行

規則別記第５号様式） 

第15条第２項 世田谷区認可外保育施設等にお

ける研修受講支援事業補助金補

助事業停止命令通知書（第11号

様式） 

助成事業停止命令通知書（施行

規則別記第６号様式） 

第16条第１項 世田谷区認可外保育施設等にお

ける研修受講支援事業補助金補

助事業実績報告書（第12号様

補助事業実績報告書（施行規則

別記第７号様式。以下「実績報

告書」という。） 
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式。以下「実績報告書」とい

う。） 

第18条第３項 世田谷区認可外保育施設等にお

ける研修受講支援事業補助金交

付決定取消通知書（第14号様

式。以下「取消通知書」とい

う。） 

助成決定取消通知書（施行規則

別記第８号様式。以下「取消通

知書」という。） 

 

別表（第５条、第６条関係） 

補助対象経費 交付上限額 

１ 研修代替職員の雇上げ等に要する経費 

 

１施設等当たり 

３２，０００円×保育従事職員数（令和６

年４月１日現在） ２ 施設等に勤務する職員が研修等を受講す

る際に要する費用 

備考 

表中１の要件について 

 ・認証保育所、保育室及び保育ママについては、研修代替職員を確保するために追加で発生した

場合の経費（新たに職員を雇上げする場合の経費等をいう。以下同じ。）を対象とする。 

 ・認可外保育施設については、研修代替職員を確保するために追加で発生した場合の経費に加え

て、通常の勤務体制で既に雇用している別の職員が代わりに勤務する場合の人件費も対象とす

る。いずれの場合も補助対象経費は、研修代替職員１人につき、研修等に参加する日数１日当

たり１６，０００円で算出する。 

 

 


